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平成２６年度当初予算案における主要な施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 部 局 名   

危 機 管 理 防 災 部  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

新規事業及び重要事業総括表 

 

 

Ⅰ 総 額 

 

 【一般会計】 

    区分     平成２６年度     平成２５年度   伸び率 

   予算総額 ５,４７１,３５２千円 ４,０８８,２２０千円 ３３.８％ 

   一般会計構成比        ０.３%    ０.３% － 

 

 

  【災害救助事業特別会計】 

   予算総額 ３７３,８３２千円 ３６４,８１５千円 ２.５％ 

 

 

 

 

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                     （単位 千円） 

 

 １ 大規模災害への備え 

Ｐ １ 新規 県庁舎等電源喪失対策（非常用都市ガス等発電）事業【危機管理課】            

                                            ３５,９３３ 

Ｐ ２ 新規  災害オペレーション支援システム整備費事業【消防防災課】 １１,３４０ 

Ｐ ３  新規  減災に向けた自助と共助の推進事業【危機管理課】       ２９,７２７ 

Ｐ ４  新規  被災者支援事業費【消防防災課】              １０５,６００ 

 

２ 日本一の共助県づくり 

Ｐ ３  新規  減災に向けた自助と共助の推進事業【危機管理課】       ２９,７２７（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－総括１－ 



新 規 

 

 

 

県庁舎等電源喪失対策（非常用都市ガス等発電）事業  

 

担当 危機管理課 危機管理担当 

内線 ８１３２         

 

１ 目的 

大規模災害に伴う長期停電や石油燃料の枯渇を想定し、指揮中枢機能を

維持する電源を確保するため、災害対策本部（県庁舎）及び支部（地域振

興センター）に震災時にも供給が確保される都市ガス等の非常用発電機を

整備する。 

 

 

２ 事業内容 

（１）県庁舎電源喪失対策（非常用都市ガス発電）事業設計  

２６，５９０千円(a) 

県庁舎に整備する非常用２，０００ｋｗ都市ガス発電機の基本設計、実施

設計 

発電機の整備は平成２６～２７年度予定 

 

（２）災害対策本部支部電源喪失対策（非常用都市ガス等発電）事業設計  

９，３４３千円(b) 

   災害対策本部支部（地域振興センター：８所）に整備する非常用３５ｋｗ 

  都市ガス（又はＬＰガス）発電機の基本設計、実施設計 

   発電機の整備は平成２６～２７年度予定 

 

３ 平成２６年度予算額  ３５，９３３千円（（a）＋（b）） 

 

－１－ 



新 規 

 

 

 

災害オペレーション支援システム整備事業  

 

担当 消防防災課災害対策担当 

内線 ８１８１        

 

１ 目的 

  災害オペレーション機能強化、支援受援の情報共有及び県民への的確な情報提

供を図るため、大規模災害時に発生する膨大な被災情報を可視化して一元的に提

供する災害情報の入力・表示システムを整備する。 

 

２ 事業内容 

 （１）災害情報を可視化するシステムの整備 

   ①これまで個別情報であった火災・道路・鉄道の被害、避難所・備蓄・駅前

滞留者・危険物の状況、気象情報などを地図上に一覧表示する。 

   ②県内の市町村、消防、警察やライフライン事業者、国や自衛隊、他県の支

援部隊などと移動体通信を通じて情報を共有する。 

  ③様々な媒体を通じ、県民に対し分かりやすい情報を提供する。 

（２）事業計画  

平成２６年度 設計 

    平成２７年度 開発、運用開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２６年度予算額 １１，３４０千円 

－２－ 



新  規  

 
 
 

減災に向けた自助と共助の推進事業  

 

                 担当 危機管理課 震災予防・復興支援担当 

                 内線 ８１４１     

 

１  目的  

災害リスクが少ない本県において、住宅地の更なる減災対策として住民自助

の徹底（家具の固定・災害用伝言サービス・食糧備蓄）及び初期消火や救出救

助に携わる自主防災組織の強化を図る。 

 

 

２  事業内容  

（１）自助のモデル市町村事業        １２，７８９千円 (a) 

      東京湾北部地震で震度６強の揺れが想定される県内１１市と連携し、自助

の取組を促進するモデル事業を実施する。 

ア モデル市 県南東部の２市 

イ 内   容  県と市が自主防災組織や事業者などと連携して 

①家具の固定 

②災害用伝言サービスの体験 

③食料のローリング備蓄 

の３つの自助を促進する。 

 

（２）共助の担い手育成事業         １６，９３８千円(b） 

       全ての自主防災組織に２人以上のリーダーがいるよう平成２８年度まで
に１万人を養成し、自主防災組織の機能を強化する。 

   ア 自主防災組織リーダー養成講座の拡大  ～県養成５，０００人～ 

     ①対  象 自主防災組織の役員など 

     ②参加人数 １００人×２０回＝２，０００人 

     ③内  容 講義、救出・救護訓練、災害図上訓練（ＤＩＧ)等 

           ２日間の講座 

   イ リーダーによるリーダー養成  ～市町村主体の養成５，０００人～ 
     自主防リーダーを指導者として育成し、リーダー養成を促進する。 

①県による指導者の育成・登録  １００人  

②指導者を市町村に派遣  ５０回  

③リーダー養成人数  ２０人×５０回＝１，０００人  

   ウ  リーダー養成計画  

   年  度  Ｈ２６  Ｈ２７  Ｈ２８  

養成講座による養成  ２，０００人  ２，０００人  １，０００人  

リーダーによる養成  １，０００人  ２，０００人  ２，０００人  

 

 

３  平成２６年度予算額   ２９，７２７千円（ (a)+(b)）  

 

－３－ 



新 規 

 

 

 

被災者支援事業  

 

担当 消防防災課災害対策担当 

内線 ８１８１ 

  

１ 目的 

  平成２５年９月に発生した竜巻災害において法制度では救済されなかった地

域的不均衡等の課題に今後対応するため、県と市町村共同による埼玉県独自の支

援制度を創設する。 

 

 

２ 事業内容 

（１）埼玉県・市町村生活再建支援金 

     自然災害により住宅が全壊又は大規模半壊した世帯に対し、住宅の被害程度

や再建方法に応じて最高300万円を給付（やむを得ず解体した半壊世帯を含む） 

 

（２）家賃給付金に対する支援金 

   「特別な理由」(※)がある全壊世帯に対し、民間賃貸住宅の家賃給付金を支

給（対象１世帯当たり月６万円を限度に最長12か月の金額） 

    ※最寄りの公営住宅に入居した場合に病院が遠くなり通院が困難となった

り、子供の転校を余儀なくされるなどの理由 

 

（３）被災市町村への人的支援 

   罹災証明の発行に必要な住家の被害認定職員などの相互派遣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２６年度予算額  １０５，６００千円 

－４－ 

 

 


